
事業番号 0112

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）
事業名 科学者間ネットワークの構築 担当部局庁 日本学術会議事務局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

昭和24年度・終了(予定)なし 担当課室 企画課長 渡邉　清

会計区分 一般会計 政策・施策名
８２　科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡

（政策２２－施策①）

翌年度へ繰越し - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

日本学術会議法第２条
日本学術会議会則第３３条

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　日本学術会議法第２条に基づき、わが国の科学者の内外に対する代表機関（全国約84万人の科学者の代表として選出された会員210名と
連携会員約2,000名で構成）として、科学者間交流を推進し、科学者コミュニティ内の連携・協力体制を強化することで、科学の向上発達を図
り、行政、産業及び国民生活に科学を反映浸透させること。

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 13 8 8 8

補正予算 -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　科学者間のネットワーク構築に寄与するため、各地域で、日本学術会議で集積した研究成果や学術情報の提供を行うほか、地域の科学者
からの意見・要望等を聴取するため、科学者懇談会、地区会議公開講演会を開催する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

前年度から繰越し - - - -

-

▲ 0.2 - -

予備費等 - - - -

計 13 8 8 8

執行額 13 6 7

執行率（％） 99% 79% 90%

80

達成度 ％ - 80 107.5

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

％ - 100
地区会議学術講演会への参加者アンケート（24年度から
実施）で、参加者の満足度についての調査項目で肯定的
に評価した者の割合（平均値）

成果実績 ％ - 80 86

目標値 80

活動指標 単位 23年度 24年度

回 7 7
地区会議公開講演会の開催件数

活動実績 回 8 10 8

当初見込み 7

894 1,013

25年度
目標値

（　　年度）

25年度 26年度活動見込

－

7

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

－

計算式
執行額/
実施回数

13,163（千円）／7（回） 6,258（千円）／7（回） 7,088(千円）／7（回） 8,144（千円）／7（回）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

25年度執行額÷実施回数

単位当たり
コスト

千円 1,880

3

計 8

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

委員手当 0.8

会員手当 1

諸謝金 0.2

職員旅費 0.7

委員等旅費 2

庁費



事業番号０１１２

○
地区会議及び地区会議公開講演会は、地域の科学者と意思疎通を
図り、地域社会の学術の振興に寄与するという役割を果たすため、開
催しているものである。また報告「日本学術会議の機能強化につい
て」（平成23年7月7日）においても、「日本学術会議の活動は、首都圏
など大都市圏にかたよりがちであるが、日本各地の科学者との連携・
協力を強化してその役割の発揮に努めなければならない。」とされて
おり、地区会議の活動は日本学術会議の機能強化の意味でも必要な
活動として実施しているものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） －

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

地区会議では、学術成果の情報共有・還元の場として学術講演会を
開催しているほか、日本学術会議の地区会議構成員及び中央の会
員、地域の科学者との意見交換会を開催し、地域の科学者とのイン
ターフェイスの意思疎通を行っている。東京から各地域へ必要最小限
の人を派遣し科学者との対面でのやり取りをするという事業手段は、
費用面でも内容においても実効性の高い手段である。
活動実績については見込みどおりの開催回数であり、大都市圏以外
の開催も多く、地域の学術の振興という目的からも適正であるといえ
る、成果物の活用については、学術講演会の結果報告をホームペー
ジ上に掲載するなどの広報活動を通じ、広く国民に周知することで、
活動成果の活用に努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
施設使用料は１か所あたり８４,０００円としているが、この金額は過去
の実績の無償の施設も含めての平均金額であるため、経費縮減の面
から会場借り上げはできるだけ無償で借りられる関係大学の施設を
使用する等の努力を行っている。
また、手当、謝金及び旅費についても関係法令に基づき各個人に適
切に支給している。ポスターの印刷などについても、適正な契約手続
きを行い、受注業者に対して職員が指導・監督を行える体制をとって
おり、予算の支出先・使途の把握については十分な水準になってい
る。

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

各地区（北海道、東北、中部、近畿、中国・四国、九州・沖縄）において、地域及び最近の話題などをテーマとした地区会議主催公開講演会、地域の科学者の意見を聴く場
である科学者懇談会を合計8回開催し、地域の学術振興、科学者ネットワークの構築に貢献している。
学術講演会の開催については地域社会と関係の深いテーマや、議論が高まっているなど時宜にかなったテーマ、演者を選定している。
また、平成23年度の予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、本事業の在り方について点検を行った結果、地区会議については、各地区固有の問題について学術講演会
で取り上げるなどの情報発信が、日本学術会議の機能強化の一環としても、地区会議の活動を強化する点でも重要であることを確認し、本事業を継続することとした。な
お、同時に地区会議開催の関連の予算の見直しを行われたことと、開催についてはボランティアで各大学に作業協力を依頼しているため、経費の負担減につながるような
会場選定などを行った。地区会議は日本学術会議と地域の科学者が対面で情報提供や意見交換を行うことにより、双方の意見や考え方を明確かつ迅速に理解することに
意義をもつ事業であり、今後も当事業がより効率的かつ実効性のある形で実施できるよう、適時適切に点検を行いつつ実施していく。

改善の
方向性

地区会議主催公開講演会の参加者に対し、参加者の満足度や要望等を把握するため引き続きアンケート調査を行い、地域の参加者が何を求めているのかを把握するとと
もに、開催経費についても引き続き負担軽減に努める。

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

0161

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 0167 平成24年 平成25年 0115



事業番号０１１２

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【旅費・手当：直接】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

日本学術会議事務局企画課
7百万円

地方における活動を充実させるため
に必要な経費等

Ａ．民間企業等（５者）
2百万円

ポスター・チラシ等の印刷及び
封入発送等

【随意契約（少額）】

Ｂ．民間企業等（５者）
0.3百万円

地区会議の看板作成

Ｃ．民間企業等（３者）
0.3百万円

地区会議学術講演会会場等借
料

Ｄ．民間企業等（４者）
0.7百万円

定期刊行物の購入

Ｅ．会員・連携会員等(２１１人)
4百万円

会員・連携会員等の旅費・手当
等



事業番号０１１２

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号０１１２

支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社成光社 学術講演会ポスター・チラシの印刷及び封入発送 0.8 － －

2 株式会社双文社 地区会議ニュースの印刷及び封入発送 0.3 － －

3 名古屋大学消費生活協同組合 学術講演会ポスター・チラシの印刷及び封入発送 0.2 － －

4 株式会社仙台共同印刷 学術講演会ポスター・チラシの印刷及び封入発送 0.1 － －

5 メディアランド株式会社 地区会議ニュースの印刷及び封入発送 0.1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社スタジオジェイアール鹿児島 公開学術講演会の看板作製 0.1 － －

2 名古屋大学消費生活協同組合 公開学術講演会の看板作製 0.1 － －

3 廣橋　説雄 公開学術講演会の看板作製 0.1 － －

4 イチョウヤ美術造型社 公開学術講演会の看板作製 0.05 － －

5 株式会社石沢工業 公開学術講演会の看板作製 0.04 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 一般財団法人八戸地域地場産業振興センター 公開学術講演会に係る会場借料 0.1 随意契約 －

2 シンボルタワー開発株式会社 公開学術講演会に係る会場借料 0.1 随意契約 －

3 駒井　章治 公開学術講演会に係る会場借料 0.1 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社ぎょうせい 定期刊行物 0.3 － －

2 公益財団法人日本学術協力財団 学術の動向 0.2 － －

3 株式会社文研堂書店 定期刊行物 0.1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 会員A 会議出席旅費・手当 0.2 － －

2 会員B 会議出席旅費・手当 0.1 － －

3 会員C 会議出席旅費・手当 0.1 － －

4 会員D 会議出席旅費・手当 0.1 － －

5 会員E 会議出席旅費・手当 0.1 － －

6 会員F 会議出席旅費・手当 0.1 － －

7 会員G 会議出席旅費・手当 0.1 － －

8 会員H 会議出席旅費・手当 0.1 － －

9 会員I 会議出席旅費・手当 0.1 － －

10 会員J 会議出席旅費・手当 0.1 － －


